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１ 法人の概要

（１） 法人の目的

学校法人山梨英和学院は、教育基本法及び学校教育法に従い、キリスト教の信仰に基づく人

間形成の学校教育を行うことを目的としています。(寄附行為)

各設置学校の目的

大学 教育基本法及び学校教育法の規定するところに従い、キリスト教の信仰に基づ

き広く知識を授け、深く専門の学芸を教授研究するとともに、知的、道徳的及

び応用的諸能力を展開させ、もって国際的視野に立つよりよき社会人としての

人間形成を行うことを目的としています。(学則)

大学院 教育基本法及び学校教育法の規定するところに従い、キリスト教の信仰に基づ

き、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥を究め、もって国際的視野に

立って文化の進展と地域社会への貢献に寄与することを目的としています。

(学則)

中学校・高等学校

学校法人山梨英和学院寄附行為第４条に基づき設立され、教育基本法及び学校

教育法に従い、女子に中等普通教育（高等普通教育）を施し、キリスト教によ

る人格の陶治と、平和を愛し、自由を尊び、献身奉仕の精神に富む国民を育成

することを目的としています。(各学則)

※括弧内は、高等学校学則

こども園（カートメルこども園・ダグラスこども園）

学校教育法第２２条及び第２３条の規定並びに就学前の子どもに関する教育・

保育の総合的な提供の推進に関する法律第６条の規定に基づき、キリスト教に

よる幼児の教育・保育を行い、良い環境の中でその心身の発達を助長すること

目的としています。(園則)

こども園（プレストンこども園）

就学前の子どもに関する教育・保育の総合的な提供の推進に関する法律第９条

び第１０条の規定に基づき、キリスト教による幼児の教育・保育を行い、良い

環境の中でその心身の発達を助長することを目的としています。(園則)

校 訓

学校法人山梨英和学院が設置する各学校共通の校訓は、｢敬神｣･｢愛人｣･｢自修｣です。

｢敬神（神様ありがとう）｣とは、神を敬うことです。

｢愛人（人には親切）｣とは、自分を謙虚にさせる他者への思い・人を愛することです。

｢自修（自分のことは自分で）｣とは、自分自身を磨き､深め、成長させることです。

※括弧内は、幼稚園児用の表現です。

建学の精神・設立趣旨

山梨英和学院は、明治２２年（１８８９年）まだ女子教育の重要性が殆ど自覚されていな

かった山梨県において、すでに熱心なキリスト教信仰を与えられていた市民の有志が、当

時カナダの教会によって東京と静岡に設立されていた学校（東洋英和と静岡英和）に続い

て、甲府にも新しい時代の国際社会の中で活躍しうる女性の育成を目的とする学校設立の

事業に対して、同じ教会の女子宣教会に支援を求めて発足したものです。

教育理念

山梨英和学院は、キリスト教信仰に基づく人間愛と国際友好の精神に満ちた自立的人間の

育成を「教育理念」としています。
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（２） 法人の沿革

山梨英和学院は、山梨県下最初の女子教育機関として、カナダ婦人ミッションと数名のキリスト者青年実

業家との協力により設立された学校であり、東洋英和女学院（１８８４年創立）、静岡英和女学院（１８８７年

創立）とともに、カナダ・メソジスト教会を母体とする三英和の一つです。

1889(明治22)年 4月 新海栄太郎と県下有志及びカナダ婦人宣教師団の協力により「山梨英和女学校」

が認可設立される。

1889(明治22)年 6月 ６月１日甲府市太田町｢佐渡屋｣にて開校、修業年限３カ年と定める。

1889(明治22)年11月 開校式を挙行する。

1891（明治24）年10月 甲府市百石町に校舎完成移転する。

1906（明治39）年11月 甲府市愛宕町に新校舎完成移転する。

1911（明治44）年 4月

1939（昭和14）年 3月 設置者を「財団法人山梨英和女学校」とする。

1941（昭和16）年 4月 校名を戦時体制下の要請に応じ「山梨栄和女学校」に変更する。

1943（昭和18）年 4月 中学校令に基づき「山梨栄和高等女学校」とする。

1947（昭和22）年 4月 「山梨栄和中学校（新制）」を設置する。

1948（昭和23）年 3月 設置者を「財団法人山梨栄和学院」とする。

1948（昭和23）年 4月 「新制山梨栄和高等学校」を設置する。

1949（昭和24）年 4月 「山梨栄和幼稚園」を再開園する。

1950（昭和25）年 4月 「韮崎栄和幼稚園」を設置する。

1951（昭和26）年 4月 設置者を「学校法人山梨栄和学院」とする。

1958（昭和33）年11月 設置者を「学校法人山梨英和学院」に改名し、各設置学校名を創立以来の「英和」

に改名する。

1966（昭和41）年 4月 「山梨英和短期大学（国文科・英文科）」を設置する。

1968（昭和43）年 4月 「石和英和幼稚園」を設置する。

1969（昭和44）年 4月 短大の学科名称を「国文学科（旧国文科）」、「英文学科（旧英文科）」に変更する。

1986（昭和61）年 4月 山梨英和幼稚園を甲府市上町に新築移転する。

1991（平成 3 ）年 4月 短大に「情報文化学科」を増設する。

1996（平成 8 ）年 4月 短大を甲府市横根町に新築移転する。

同 高等学校を旧短大校舎に移転する。

1999（平成11）年 4月

ニケーション学科（旧英文学科）」に変更する。

2001（平成13）年 4月

同

2002（平成14）年 4月

同

2004（平成16）年 4月

2004（平成16）年 5月

2013（平成25）年 4月 石和英和幼稚園に保育部を設置し、幼稚園型認定こども園の認定を受ける。

2015（平成27）年4月 石和英和幼稚園を廃止（2015年3月）し、「認定こども園山梨英和プレストンこども園

を設置。山梨英和幼稚園を「認定こども園山梨英和カートメルこども園」に、韮崎英和

幼稚園を「認定こども園山梨英和ダグラスこども園」に名称変更する。

「山梨英和女学校付属幼稚園」を設立する。（～1946(昭21).6）

短大の学生募集を停止する。

「山梨英和短期大学」を廃止する。

短大の学科名称を「日本文化コミュニケーション学科（旧国文学科）」、「英語コミュ

「山梨英和大学大学院人間文化研究科臨床心理学専攻（修士課程）」を設置する。

短大を男女共学とする。

石和英和幼稚園を隣接地に新築移転する。

「山梨英和大学人間文化学部人間文化学科」を設置する。
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（３） 設置する学校・学部・学科の名称及び入学定員と学生･生徒・園児数
（単位 人）

学校名 学部等 学科等 開設年度

山梨英和大学 大学院 人間文化研究科
平成16
（2004）

12 30

人間文化学部 人間文化学科
平成14
（2002）

250 705

262 735

山梨英和高等学校 全日制課程 普通科
明治22
（1889）

200 302

山梨英和中学校
明治22
（1889）

200 194

幼稚園型認定こども園山梨英和カートメルこども園
明治44
（1911）

200 117

幼稚園型認定こども園山梨英和ダグラスこども園
昭和25
（1950）

100 80

幼保連携型認定こども園山梨英和プレストンこども園
平成27
（2015）

165 133

1,561

（注） 学生、生徒及び園児の数は、2016年5月1日現在である。

所在地

○山梨英和大学（大学院、人間文化学部）

〒400-8555 山梨県甲府市横根町888番地

○山梨英和高等学校

〒400-8507 山梨県甲府市愛宕町112番地

○山梨英和中学校

〒400-8507 山梨県甲府市愛宕町112番地

○山梨英和カートメルこども園

〒400-0831 山梨県甲府市上町1740番地

○山梨英和ダグラスこども園

〒407-0014 山梨県韮崎市富士見二丁目2番25号

○山梨英和プレストンこども園

〒406-0036 山梨県笛吹市石和町窪中島190番地2

学生等数

小 計

―

入学定員 編入学定員

―

3年次 20

合 計
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（４） 役員・評議員・教職員の概要

【役員・評議員】 （2016年5月1日現在)

(単位 人)

理事 うち、常務理事５人

監事 うち、常勤監事０人

評議員

【教職員】 （2016年5月1日現在)

(単位 人)

山梨英和大学

山梨英和中学校･高等学校

山梨英和カートメルこども園

山梨英和ダグラスこども園

山梨英和プレストンこども園

山梨英和学院法人本部

※兼務職員には学校医等の人数を含める。

計

16 1

54 112

77 2

82 144 30

5

0 0

5 16 0

198

32 62 19

2

57

うち、理事を兼ねる評議員１５人

4 6 20

37 37 3 20 40

兼務 本務 兼務 本務

教員 職員

本務

計

79

区 分

3 13 0 4 3 17

17 51

区 分

15

2

31

定数 現員

31

2

役
員

15

備 考

兼務

7 5 23
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２ 事業の概要

事業の結果・進捗状況・今後の課題

大 学

○ はじめに

２０１６年度予算の策定に当たっては，「ゼロベースを基本とする。」という理事会基本方針を

遵守すべく，大学においては，２０１４年度以来の学生数減による収入減の現状に鑑み，収支

バランスの均衡を図ることを大前提とし，①支出項目・内容の見直し，②個別事業等の検証に

基づく不要不急費の削減，③受益者負担の原則化，等に基づき支出削減等よる収支均衡を目指

し，予算原案を策定した。しかし，３領域からなる新カリキュラムへの移行（４学期制の導入）

及び旧カリキュラムの存続並びに老朽化設備への対応等に係る諸経費を最低限確保する必要性

から，２０１６年度当初予算においては，６７０万円の支出超過となってしまったが，学生生

徒納付金（積算学生数増），寄付金（楓朋会），補助金（私立大学等改革総合支援事業）等の増

加，人件費（年度途中での退職等），教育研究経費(奨学費)，管理経費等の減少等により，３，

１４０万円程度の収入超過に転換し，概ね収支の均衡を図るとした目標を達成することができ

た。しかし，年度途中における学長交代人事等の状況から，学長のリーダシップによる大学運

営，教職員の協力体制・理解等については，次年度に課題を残すところである。

以下に，２０１６年度事業計画に記した主要計画等について実績を報告します。

□ 教育及び研究関係

（１）重点事業

〔当該年度の計画〕

（イ）新カリキュラムの実施

① 現行の７コース制から新たな３領域制に移行した。具体的には，「こころ」，「グローバル」，

「インターネット」をキーワードとし，「サイコロジカル・サービス」，「グローバル・スタ

ディーズ」，「メディア・サイエンス」の「３領域制」に移行した。

② 現行の２学期制に加え，前期，後期を更に２分割し，年間を４クォーターとする４学期制

を導入（並立）し，留学，ボランティア等の多彩な活動を可能とした。１クォーターを約

２か月間，８回の授業で構成し，個別の授業科目の教育効果等を踏まえ，週１回又は２回

の授業を行うものとし，週２回の授業を次のとおり開講した。

・ フルーエンシー科目では，コミュニケーションスキル，英語１，サービスラーニングⅠ

等の２５％程度の科目で実施

・ 領域科目では，社会心理学，経済学Ⅰ，現代文化論，メディアサイエンス等の３０％程

度の科目で実施

・ 融合科目では，２科目全てで実施

・ オープンラーニング科目では，未実施
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③ 在学生にあっては，旧カリキュラムを適用することから，必要な読み替え等を行い対応し

た。また，在学生にあっても４学期制，週１回又は２回の授業等については，新制度に移

行した。

（ロ）「地（知）の拠点整備事業」（ＣＯＣ＋）

① 地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）は，①山梨大学を中心とする県

内全１１大学と県外大学（横浜市立大学），自治体（山梨県，甲府市他１６市町村），団体

（山梨県商工会議所連絡会他１１団体）等の連携による地の拠点形成。②大学間連携によ

る「やまなし未来創造教育プログラム」の提供。③「みらいサロン」等による教育プログ

ラムの充実と新規事業化支援。④就職マッチングの強化を目的として，２０１５年から５

か年にわたり文部科学省の補助金事業として行われる。ＣＯＣ＋事業は，「やまなし地方創

生会議」の下に「ＣＯＣ＋事業実施委員会」，「事業実施委員会幹事会」，「コース別運営会

議」，「インターンシップ・就職マッチング実施準備委員会」が置かれ，また，「大学コンソ

ーシアムやまなし」と連携して運営されるため，本学としても参加校の一員として委員等

を選出・派遣し，協力した。

② 本学は，山梨英和ＣＯＣ＋推進室を設置し，地（知）の拠点大学による地方創生推進事業

（ＣＯＣ＋）を推進し，実践的教育カリキュラム及びインターンシップを行うことにより，

学生が地域への愛着や地元企業への理解を深めることを通じて，学卒者の地元定着を図る

教育に次のとおり取り組んだ。

・ 本学から２２科目をＣＯＣ+「やまなし未来創造教育プログラム」対象単位互換科目とし

て提供することを決定し，２０１６年度は履修学年に応じて１３科目を開講した。そのう

ち，ＣＣＲＣコースとしては２科目・子育て支援コースとしては３科目を開講した。

・ ＣＯＣ＋地域教養国際理解演習オーストラリア研修（山梨県立大学開講科目）に本学教員

１名・学生２名が参加し，メルボルンで開催されたジャパンフェスタにブースを出店した。

③ 本学は，ＣＣＲＣコースの幹事校として，また，子育て支援コースの協力校として，単位

互換を含む教育プログラムのほか地域との対話の場「みらいサロン」の開催，見学バスツ

アー，未来計画研究社の設立等の各事業を計画又は協力し，次のとおり行った。

・ ＣＣＲＣコース未来サロンとして，第３回（７月２５日），第４回（１０月３１日），１

１月２８日の特別講演会，３月１２日の生涯活躍のまち入門セミナーを実施し，また，

子育て支援コース未来サロンをとして第２回（６月１０日）を実施した。

・ 見学バスツアー（学生・教員），先進事例視察（教員）として，ＣＣＲＣコースでは，小

菅村見学バスツアー（２月１７日）を，子育て支援コースでは，竜王ふれあい館・御坂

児童センター等見学バスツアー（９月８日），ますほ児童センター等見学バスツアー（２

月２７日）等を企画・実施した。

・ 未来計画研究社（学生が未来プロジェクトに社員としてエントリーし，報酬は単位）を

実践的な教育を行うための新たな学びのコミュニティーの場として設立に協力・運営し，

山梨データサイエンティスト育成プロジェクト，カタコト英語プロジェクト等のプロジ

ェクトを主導し，本学学生も参加し，学生と企業が共同プロジェクトを行っている。な
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お，７月１９日の入社説明会，２月１６日のやまなし合同ＪＩＢＵＮ説明会(プレゼン・

交流会等)に協力・参加した。

（ハ）組織改革

① 山梨英和ＣＯＣ＋推進室を整備し，ＣＯＣ＋事業及び社会連携事業を推し進めた。

② 社会連携センタ―を情報メディアセンターに改め，ＩＣＴ支援のための「サポート・デス

ク」を組み込み制度化し，また，心理臨床センターを大学の独立組織として位置づけ分離

独立し，心理臨床センター長職務代行を選任した。なお，情報メディアセンターの運営に

当たっては，当面，欠員の副学長（情報メディアセンター）に代わり学長がその職を行う

ものとした。

（二）大学基準協会による認証評価結果への取り組み

公益財団法人大学基準協会における認証評価結果（①評価の結果，貴大学は本協会の大学

基準に適合していると認定する。②認定の期間は２０２３（平成３５）年３月３１日まで

とする。）における，各基準の概評及び提言（努力課題４件，改善勧告１件）を真摯に受

け止め，ＰＤＣＡサイクル等の方法を適切に機能させることによって，必要な改善を推し

進めるものとした。

なお，収容定員の変更に係る改善勧告への対応としては，社会情勢，入学者数の推移等

を踏まえ，協議・検討を重ね，２０１８年度から現行の１，０４０人を６４０人に減員す

るものとした。

（ホ）その他

① 社会連携事業としては，笛吹市まち・ひと・しごと創生総合戦略会議，山梨県生涯活躍の

まち・山梨研究会等への委員の派遣・運営協力，市町村主催の各種行事・イベントへの協

力等を行った。

なお，大学生観光まちづくりコンテスト２０１６の山梨ステージ本選で山梨英和大学ブラ

ンディング研究会（宿場町として復活する石和宿）が最優秀賞として観光庁官賞と笛吹市

長賞を受賞した。

② ５月２１日に「発達障害(児)者のいきづらさやせいかつのしづらさー支援者としてできる

ことー」，２月１７日に心理臨床センター主催地域連携セミナー「生活の中での心理臨床」

を実施した。

〔今後の（中・長期的な）計画〕

① 公認心理師法案の成立（「公認心理師養成の大学・大学院カリキュラム案が三団体会談（臨

床心理職国家資格推進連絡協議会，医療心理師国家資格制度推進協議会，および日本心理

学諸学会連合）で合意成立」等を踏まえ，本学が属する日本臨床心理士養成大学院協議会

と呼応し，双方のカリキュラムへの対応等の協議・検討を行っている。

② 新カリキュラムの実行・検証・改善，ＣＯＣ＋の継続的推進，ＩＣＴ支援の検証・改善及

び心理臨床センターの充実等を進めた。

③ 大学基準協会による認証評価結果時に付された指摘事項に係り，２０１９年７月までに「改

善報告書」の提出を行う必要があることから，改善計画等の策定に取りかかった。
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④ 教職課程の制度改正に係り，日程等について説明会（２０１７年度地区別説明会・再課程

申請，２０１８年度審査・認定，２０１９年４月１日から新教育課程の開始が通知された。）

が開催されたことから，本学の教職課程の現状，あり方等について早急に協議・検討し，

教職課程の廃止を含め相応の対応を行うものとした。

（２）人 事

〔当該年度の計画〕

① ２０１５年度の財政状況等踏まえ，教育の質的維持を図ることを大前提として，社会的な

要請等を考慮し，教職員の欠員補充，外部委託等を改めて検討するものとした。

② ２０１６年度役職員人事にあっては，前年度末での副学長（広報戦略担当）の辞任に係り，

当面，副学長（学生サービス担当）がその職を兼任するものとしたが，６月１７日付けで

の学長の辞任と同時に副学長の任期が満了し，また，６月１８日付けで新学長が就任した

ことに伴い，同日付けで副学長（学生サービス担当）の再任及び副学長（広報戦略担当）

の選任を行う等の人事状況であった。

③ 教員人事に関しては，宗教主任を含め合計５名の退職に係り，宗教主任及び喫緊の課題で

ある英語教育充実のための英語系教員の１名の採用（准教授）を行った。

④ 職員人事に関しては，専任職員２名の産前産後休暇・育児休業取得及び特別任用職員１名

の年末退職並びに来年度の他部門への人事異動に伴う４名の欠員等に係り，特別任用職員

２名，臨時職員１名の採用を行った。

⑤ 喫緊の課題である学生募集の強化，立て直しのため，長年の入試業務経験を有する職員（嘱

託）を年始から広報戦略部長（特別任用職員）として任用（配置換え）し，学生募集に注

力するものとした。

〔今後の（中・長期的な）計画〕

・ 今後の人事については，本学及び地方大学をめぐる厳しい社会状況を考慮した上で，本学

にとって有為な人材を確保すべく努力する。

□学生募集関係

〔当該年度（翌年度募集）の計画〕

① ２０１７年度の学生募集については，２０１６年度入学者１３１名という結果を受け止め，

高校訪問の強化，高校教員対象の大学説明会の充実，オープンキャンパス等での現況に基づ

いた新カリキュラム（３領域制及び４学期制）の説明の充実,学生の地域貢献等の地元メデ

ィアへの積極的な情報提供等の改革及び諸策を検討・実施した。また，９月に開催された「大

学生観光まちづくりコンテスト」山梨ステージ（参加大学８０校）において，オープンキャ

ンパススタッフ学生が所属する本学ブランディング研究会がグランプリ（観光庁長官賞）及

び笛吹市長賞を受賞したことから，地域の課題に取り組む学生の活動の姿を積極的に広報し

ＡＯ入試地域貢献枠等の募集につなげることを可能とした。しかしながら，年度途中での人

事状況等により，十分な対応を行うことが出来なかったこと等から，前年度を下回る厳しい
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状況となっている。

② ２０１８年度の学生募集についても，本年度の学生募集を検証・改善し，教育サービスの

充実は元より，体制の見直し，立て直しにより，学生募集に取り組む。

③ 広報費についても，費用対効果を十分見極め，必要な所に，必要な情報が，必要な時に，

必要十分に伝わるような媒体，方策等を見極め支出を行うものとしたが，学生募集の厳し

い状況等から，体制の見直し，立て直しの一環として，進学雑誌・進学サイトへの追加的

広報を実施した。

□施設・設備関係

〔当該年度の主な充実整備・修繕整備計画〕

（イ）教室・図書館関係

① 私立大学等教育研究活性化設備整備事業タイプ１（教育の質的転換），タイプ２（地域発展）

採択により，２０１６年３月に横根キャンパス移転後２０年を経過し老朽化した，什器・

備品等の整備を行うことができたため，２０１６年度の新カリキュラムへの移行もスムー

ズに対応することが可能となった。当面，教室等の什器・備品を交換・修理する必要性は

低いところである。

なお，２０１６年度においても私立大学等教育研究活性化設備整備事業タイプ１（教育

の質的転換）に応募し，採択されたことにより，社会的要請である教育の質的転換（学生

の主体的な学修の充実）のために現行のゼミカフェ（控室・憩いの場）を学生の主体的な

学修の場，ラーニングコモンズとして使用できる場として整備した。

② ３０３教室（情報処理教室）は，当面，セキュリティーに十分留意した上で現状を維持す

るが，３０４教室（ＣＡＬＬ教室）については，２０１６年度に情報端末機（MacBook Air）

の全学生への貸与が完成年度を迎えたこと等から，一般教室（講義室）への転用を費用等

を含め検討中である。

なお，３０４教室（ＣＡＬＬ教室）に隣接するＣＡＬＬ準備室及びマルチメディアルー

ムについては，理事長からの依頼に基づき，３月から当面の間，山梨英和学院関係資料の

収集・整理・保管の場所として使用することを了承し，貸与した。

（ロ）研究棟関係

各教員研究室，共同研究室及び会議室等の既存天井埋込型空調機については，経年劣化に

より故障が頻発し，個別対応してきたが，２０１５年度から部品が手配できないこと，既

存機器の後継機種を導入した場合１部屋当たり１００万円を超えること等から，既存機器

と同程度の機能を備えた家庭用エアコンで対応し，良好な部品を流用する方針に基づき，

本年度，研究棟の２つの会議室に家庭用エアコンを設置した。

（ハ）基幹システムのクラウド化

２０１５年度に基幹システムのクラウド化を図ったことから，機器の購入及び保守の必要

がなくなり，大幅な経費削減を図ることができた。懸案であった図書館システムについて

も２０１５年度末にクラウド化することにより，大幅なコスト削減を図ることができたこ
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とから，２０１６年度は，図書館システムの保守及び老朽化した端末の入替を行った。な

お，サーバー室の転用については，費用等を含め検討中である。

また，国立情報学研究所が学術雑誌公開支援事業の終了となることから，移行等を協議・

検討し，環境整備を行い，Ｊ－ＳＴＡＧＥへの移行を行うものとした。

（二） その他の設備関係

① 中水ポンプ

トイレ等の洗浄水，構内の散水用として稼働している中水ポンプが老朽化により，５台の

うち２台が故障で停止しているため，他のポンプに負荷が掛り，頻繁に全てのポンプが停

止し，業務に支障が生じているため，修繕計画に基づき中水ポンプ一式を新規に交換した。

② 全棟冷暖房関係

研究棟を除く全棟に冷暖房を供給している吸収式冷温水発生機が老朽化により，冷暖房効

率が悪くなっており，必要以上の燃料を消費するため，修繕計画に基づきオーバーホール

等を実施した。

なお，施設設備の老朽化から，教室の個別エアコン，ボイラー等の多種多様な予期しな

い故障・破損等が生じ，個別に対応した。

③ 学生駐車場については，特定曜日・特定時限の集中により不足する事態となったことから，

駐車場収入の増加が見込まれること等から，図書館隣接の緑地を造成し，１０台の駐車ス

ペースを増設した。

（ホ）施設・設備管理要員

学内環境整備に係り，経費・効率等を勘案して２０１６年度についても引き続き外注（シ

ルバー人材センター）により１名を配置した。

〔今後の（中・長期的な）計画〕

学生会館の建設については，近年の経済状況が厳しいこと等から，寄附金額の鈍化傾向が

続いており，目標額には数年を要する見込みであり，また，自己資金で建設できる目処が

立つまでは，具体的な建設計画の着手を控える方針に基づき対応した。

中学校・高等学校

□ 教育関係

(1)重点事業

本校の校訓である「敬神・愛人・自修」を軸に，今年度の目標として「論理的思考力を育て

る～論理的に思考し，相手に伝え発信できる生徒の育成～」を掲げた。具体的には，次のよう

なキリスト教に基づく教育活動を展開した。

「敬神」→「礼拝を大切にする」

「愛人」→「生徒会活動に主体的に取り組む」

「自修」→「学力の向上を目指す」

①「理数教育の強化」SSH 推進
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2013 年 4 月より，文部科学省からスーパーサイエンスハイスクール（SSH）として 5 年間の

認可を得た。

研究の基礎を学ぶことを目的とした「SSHⅠ」では，生徒の興味関心の向かう対象を研究者の

助言を受けながら，グループで課題研究を行い，発表した。「SSHⅡ」では「SSHⅠ」で行った

研究を更に発展させた。また，学校設定科目である「Science in EnglishⅠ・Ⅱ」では，外国

人理科教師と日本人理科教師によるティーム・ティーチングで，生物・化学・物理・地学の各

分野からピックアップした事項を英語で学ぶ授業を実施した。様々な探究学習を通して，多く

の発見があり，生徒たちは啓蒙され，自ら学ぼうとする探究意欲が高まった。研究の成果は，2

月 9 日の校内研究成果発表会において発表された。

また，年 5 回実施した「SSH 特別講演会」では，港町診療所所長 沢田貴志氏，野草研究家

鶴岡舞子氏，足利工業大学理事長 牛山泉氏，フライブルク市環境コーディネーター 前田成

子氏，ブリティッシュコロンビア大学癌研究所研究員 マテー ラウラ氏の 5 名をお迎えして，

最先端の科学的な話題に直接触れ，研究をすることのすばらしさや発見することの楽しさ，ま

た，社会貢献することの尊さを学ぶことができた。

環境教育においては，校内で環境への意識を高めるべく，Kids’ISO14000 に基づく PDCA サ

イクルによる環境マネジメントに中学 1 年生全員が取り組んだ。また，環境委員会と高校 1 年

4 組は Kids’ISO14000 for School により，学校の環境負荷の軽減に取り組んだ。今年度も高

校 2 年生スーパーサイエンスクラスがドイツ研修を実施し，環境問題への意識を高めるうえで

大変効果のある事業となった。

また，自然科学同好会は，さまざまな学会やコンクールで受賞すると共に，地域の小中学生

への科学実験ボランティアに意欲的に取り組んだ。環境科学会 2016 年会で最優秀発表賞と優秀

発表賞を受賞したほか，第 37回山梨県高等学校芸術文化祭自然科学部門において物理・生物・

ポスターの 3 部門で受賞した。またサイエンスキャッスル 2016 で 3 テーマがリバネス賞を受賞

した。

② 中学全体で英語を強化し，Special Saturday を実施

今年度も，中学全学年，全クラスで英語を強化した。土曜日には全校で英語礼拝を実施し，

生徒が司会をした。中学1年と2年の全員を対象とする英語研修を実施した。土曜授業はSpecial

Saturday として体験型，探究型，合教科型の授業を行った。すべてのプログラムを通して，論

理的思考力，表現力，協働力などの力を育成した。

③ 「ICT 環境の向上と iPad 使途の拡がり」6学年中 5学年使用年度

2011年度からiPadを導入し，2016年度は中学2年生から高校3年生までの5学年が全員 iPad

を個人所有し，教具として幅広く活用した。日々の授業に加え，中学生は自由研究・職業学習・

海外研修にも iPad を使用している。調べ学習，資料まとめ，プレゼンテーション，プログラミ

ングワークショップ，多様なアプリの導入など，活用の場面が多くなっている。

また，高校においても修学旅行に関する事前学習や旅行記作成，部活動の延長線上での利用

も行っている。受験サプリ（予備校の動画配信サービスアプリ）と Classi（模擬試験や過去問

を活用できる学習支援アプリ）等の導入により，個人に合わせた使い方が広まってきている。
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校内のインターネット環境も整い，授業内外で使用するケースが増えている。

④ 「国際教育の充実」IEC 選択研修スタート・SSH ドイツ研修

カナダ研修，オーストラリア研修，韓国修学旅行，JICA 研修（ベトナム）に加え，SSH ドイ

ツ研修を行った。また，韓国梨花女子高校の旅行団，メントンガールズグラマースクールから

6 名の短期留学生を受け入れた。

カナダ研修は例年同様豊かな研修となった。海外姉妹校の 3 校については，韓国は修学旅行

と 1 年の交換留学を通して，オーストラリアの姉妹校はオーストラリア研修，メントンの生徒

の受け入れを通して，またドイツは SSH 海外研修を通して実り多い交流が実現した。YFU より 1

年のドイツ人留学生を受け入れ，AFS からはハンガリー人の短期留学生を受け入れ，年間を通

して交流の機会があった。

⑤「ユネスコスクールとしての活動」

ユネスコ憲章に示されたユネスコの理想を実現し，また平和や国際的な連携を学校での実践

を通じて促進することを目的として設けられ，世界中の学校と生徒間・教師間で交流し，情報

や体験を分かち合うこと等を目的とするユネスコスクールとして，2012 年 6 月 11 日付で，県

内私学第 1号として加盟が承認された。これは，「つながる」をテーマとする本校のこれまでの

国際教育・環境教育・ボランティアへの取り組みなどが高く評価された結果である。ユネスコ

が基本理念としている ESD（持続可能な社会づくりの担い手を育成するための教育）の考え方

を土台とした教育を実践した。

2016 年度は，高校 2 年生の Global Studies（GS）クラスを対象とした学校設定科目「Global

StudiesⅡ」において，山梨県と連携し，現在申請中の「甲武信水の森ユネスコエコパーク」に

おける持続可能な発展について課題研究を行った。また，高校生 3 名が「第 2 回高校生パーラ

メンタリーディベート世界交流大会」に日本代表として参加し，世界 9 カ国のトップ校から招

かれた高校生たちとディベートを通して交流を深めた。引き続き各学年ホームルームでの国際

理解学習や，海外研修を充実させる中で，生徒の意識も年々向上し，ユネスコスクールとして

の取り組みも充実してきている。

⑥「互いに育て合う生徒会活動」

2016 年度は「主体的な生徒会活動」を目標とし，学校行事やクラブ活動などに，生徒の主体

性が発揮された。生徒会本部役員が中心となり，生徒会組織としての堅実な運営がなされてい

る。今年度は，模擬投票を生徒会主催で行い，高校生全員が参加した。18歳選挙に向けて生徒

全体への啓蒙活動となった。

⑦「生徒支援」

2012 年度に「生徒支援プロジェクト」を立ち上げ，ほっとルームの移転を行った。2013 年度

以降は，特に中学において支援を必要とする生徒が多くなり，プロジェクトが関わり，外部の

助言なども受けながら，悩みつつ熱心に取り組んだ。2016 年度は継続的に利用する生徒があっ

た。

2017 年度も，引き続き専門家のご指導をいただき，研修会などを通して全教員が基本的な知

識を身につけ学びつつ前進していく。
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⑧中学： GTEC，英語検定試験の結果から，全てのクラスにおいて英語コミュニケーション能力向

上の成果が見られた。理系科目強化のため，理科特別実験授業を行った。自学自習力の向上の

ためスクールステイを実施した。

・英語教科書：『Progress in English 21』（中学全クラスで使用）

・英語特別研修【2日間】（中 1 ，中 2）

・理科特別実験授業【不定期金曜日】 16回実施

・スクールステイ【4 日間】

⑨高校：類型別クラス編成による教育の質的向上を図った。類型別カリキュラムに基づき，それ

ぞれの生徒の希望進路を実現するための指導を行った。

・高 3：総合進学クラス（PSC） 1クラス

英語強化クラス（IEC） 1クラス

理数強化クラス（INC）SSH 指定クラス 1クラス

・高 1，高 2：グローバルスタディズクラス（SSH 指定クラス）3クラス

スーパーサイエンスクラス（SSH 指定クラス）1クラス

⑩習熟度別授業により教育の質的向上を図った。

・高校国語（現代文，古典）：学年毎に習熟度と人数を考慮して適宜分割

・高校英語：学年毎に習熟度と人数を考慮して適宜分割

・高校数学：学年毎に習熟度と人数を考慮して適宜分割

⑪土曜日に Special Saturday（教科横断型学習・中学），土曜授業（SSH 指定授業・高校）等を実

施し，学力の向上を図った。

⑫教師の生徒理解・指導力等向上のため，学校内外での研修に積極的に取り組んだ。

1)校内研究会

年間テーマ『教師指導力の向上』

・第 1回『アクティブラーニングと学習レリバンス』

公益社団法人日本環境教育フォーラムジャパン GEMS センター研究員の鴨川光先生を講師に招

き，アクティブラーニングの模擬授業を行った。

・第 2回『学習レリバンスを追求した研究授業』

学習レリバンスを追求した研究のデザインについて，各教科で話し合いを行った。

・第 3回『教育の Archeology=教育の Arche(根源)について』

山梨英和学院院長の和田道雄氏を講師に招き，教育の本質，さらにキリスト教と教育の関わり

について学んだ。

2)その他の校内研修

・教科会 研究授業の分析・検討

・教科会及び職員会議 中学：外部学力試験結果の分析・検討

・高校：模擬試験結果の分析・検討

センター入試結果の分析・検討

3)外部研修
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・高大接続システム改革会議から考える『国際バカロレア認定校での ICT・ポートフォリオ活用』

・甲武信水の森ユネスコエコパーク登録推進シンポジウム

・NEW EDUCATION EXPO 2016

・山梨県私学教育振興会 中堅教員研修会

・山梨県学校司書研究会夏季研修会

・平成 28年度山梨県アレルギー疾患対応研修会

・駿台予備校 授業力向上セミナー 教育研究セミナー

・第 98 回全国算数・数学教育研究大会

・教育改革先取り対応セミナー

・平成 28年度歯科保健関係指導者講習会

・平成 28年度山梨県高等学校教育課程研究集会

・植物のお医者さん～身近な植物病原菌を観察しよう

・平成 28年度やまなし女性の活躍支援事業「山梨ウーマンプロジェクト」

・第 52 回中部地区私学教育研修会

・キリスト教教育同盟研究集会

・清里ミーティング

・山梨県私立高等学校生徒指導主任会県外研修

・全国発酵食品サミット in やまなし

・高等学校教諭対象「進路指導研究会」

・山梨高大接続に関する研究会

・キャリア教育推進連携シンポジウム

・アレルギー疾患対応研修会

・山梨勤労者医療協会主催講演会

・学校サーベイランスシステムスタートアップ研修

・山梨県高大連携教職員セミナー

・キリスト教学校同盟 関東地区聖書科研修会

・キリスト教学校同盟 関東地区新任教師ガイダンス

・日本バスケットボール協会公認 E2 級コーチ養成講習会

・平成 28年度児童虐待防止研修会

・甲府南高校視察

・名古屋大学教育学部附属中等学校視察

・茨城県立水戸第二高等学校視察

・奈良県立青翔高等学校研究発表会視察

⑬授業評価，学校評価を実施し，様々な角度から評価・分析し，日々の授業・学校改善を行った。

⑭6 ヶ年を見通した進路指導の中で生徒の適性を見いだし，進路についての目的意識を持たせる

とともに，それを実現するための学力の定着・向上を図った。

1) 6 ヶ年を見通した進路指導を明確にするため，「キャリアスタディ山梨英和」を刊行・配布し
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た。

2)各学年に対応した進路指導プログラムを行った。

中 1：メイプルスクール，自由研究準備学習，理系大学進学ガイダンス

高 3 合格体験談

中 2：自由研究，職業学習，理系大学進学ガイダンス，高 3合格体験談

中 3：職場体験，進適指導・学力確認テスト，理系大学進学ガイダンス

高 1：適性検査，スタディサポート，スタディサポート分析学習会，進学相談会，理系大学進学

ガイダンス，大学模擬授業 2 回，高 3 合格体験談，

高 2：スタディサポート，スタディサポート分析学習会，進学相談会，理系大学進学ガイダンス

大学模擬授業 2 回，小論文講座，高 3 合格体験談，一日看護師体験，一日リハビリテーシ

ョン体験

高 3：スタディサポート分析学習会，進学相談会，理系大学進学ガイダンス，小論文講座，面接

マナー講座，志望理由書添削指導，センター試験出願指導・自己採点指導

3)学年ごとに親子進路学習会を開催し，学年に応じた進路指導・情報提供を行った。

4)長期休業期間及び土曜日を活用して，課外授業，補習授業等を行った。

・中学補習授業【夏季】：中 3年 4 日間

・中学補習授業【冬季】：中 3年 4 日間

・高校課外【夏季】：3日間（高 1-22 名，高 2-33 名，高 3-9 名）

・登校学習会【夏季】：3日間（高 1-100 名，高 2-114 名）

・大学入試改革に対応した模擬試験【夏季】：2日間（高 1-9 名，高 2-22 名）

・Web 授業「スタディサプリ」：通年（高 1-63 名，高 2-43 名，高 3-25 名）

・高校センター試験対策演習【冬季】：2 日（高 3-70 名）

・小論文講座：高 3年 5日間（30名），高 2年 4日間（42名）

⑮今年度の指導方針「生徒の声を受け止め，また変化の早期発見など生徒の把握に努める」を踏

まえて，次のとおり生徒指導を行った。

1)登下校時の立門指導を拡大し，横断歩道での指導も加えた。

2)生徒への声かけを積極的に行い，教師全体で生徒の様子を把握するよう心がけた。

3)山梨英和大学心理学研究室と連携し，カウンセリングルーム・ほっとルームの機能を充実させ

た。

・カウンセラーの配置：毎週火曜日午後，金曜日午後

・大学院生の臨床心理実習：6名

⑯生徒会活動の活性化を促すため積極的に外部との交流を実行した。

・支援学校との交流：わかば支援学校との交流 3回（マンドリン部）

・ボランティア活動参加：あしなが募金，フードバンク協力，チャレンジフェスタ，サンマ祭り，

チャレンジボランティアフォーラム，赤い羽根募金，配食，施設訪問，など。

・二校交歓会：姉妹校である静岡英和の生徒会との交流で静岡英和の訪問を受けた。バドミント

ン部が交流試合を行った。
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・静岡英和との交換留学：お互いに 4 名の生徒がそれぞれの生徒の家庭にホームステイして学校

生活を送った。

・他校との交流試合：体育局クラブでは他校との練習試合・交流試合を継続的に行

った。

⑰国際教育について，重点目標「国際的視野に立って活躍できる生徒を育成する」を踏まえて，

次の事業を行った。

1)姉妹校である韓国梨花女子高校との交流

・交換留学 派遣 1名 受入 1名

・韓国修学旅行でのペンパル宅ホームステイ 19名

・梨花女子高校旅行団交流会・ホームステイ受け入れ 21名

2)希望者カナダ研修（中学・高校） 31 名参加

3)オーストラリア研修（中学・高校） 13名参加

4)JICA ベトナム研修 18名参加

5)姉妹校であるオーストラリア・メントン・ガールズ・グラマースクールとの交流

・6 名のメントンからの短期留学生，ホームステイ受け入れ

・高 2-4SSH 研究意見交換会

6)姉妹校であるドイツのシュテッテン・ギムナジウムとの交流

・SSH ドイツ研修旅行で生徒宅へホームステイ 28 名

7)YFU･AFS から長期・短期留学生受け入れ

・YFU ドイツ 長期 1名

・AFS ハンガリー 短期 1 名

8)笛吹市・天津市（和平区）教育交流事業 39名受け入れ

⑱クラブ活動や各種検定試験等，生徒の種々な力を伸ばすための具体的な支援を行った。

・全国大会出場：聖歌隊，水泳部，放送部，茶道同好会，スキー同好会

・関東大会出場：聖歌隊，水泳部，スキー同好会

・英語検定：3回

【中学】2級 10 名，準 2級 16 名，3 級 54 名，4級 48 名，5 級 22 名

【高校】準 1級 5 名，2級 29 名，準 2級 34 名，3 級 8名

・数学検定：1回

【中学】3級 8名，4 級 4名，5級 2名

【高校】2級 1名，準 2級 3 名，3級 1名

・漢字検定：3回

【中学】2級 1名，準 2級 4 名，3級 24 名，4級 19 名，5級 22 名

【高校】2級 2名，準 2級 5 名，3級 1名

・日本語ワープロ検定：3 回

【高校】1級 1名，準 2級 1 名，3級 2名

⑲本校では生徒に身につけさせたい 3 つの力として，「つながる力」「伝える力」「みずから学ぶ力」
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を挙げている。生徒自身が主体的に学ぶ過程では，ICT 機器とこの 3 つの力を身につけること

は非常に相性がよい。2011 年 8 月に姉妹校提携を結んだオーストラリアの Mentone Girls’

Grammar School とは互いに訪問するだけでなく，iPad の FaceTime（テレビ電話アプリ）を使

用して交流をしている。中学 3 年から参加できるカナダへの語学研修や高校１年の修学旅行で

は，iPad に日々の活動を記録し研修旅行記を作成している。事前学習のレポートも含めて関心

のあるテーマのつながりが iPad 上で一つにまとめられるという利点を活かしている。

⑳スーパーサイエンスハイスクール（SSH）

「山梨初！女子中高一貫校における女性環境科学者育成プログラム」を掲げて，山梨大学を

はじめ，県内外の大学や研究機関，企業等の協力を得ながらこの事業に取り組んで来た。4 年

目となる 2016 年度は，高校 2 年生以下は全生徒，高校 3年生は理系強化クラスと英語強化クラ

スを対象とし，全校生徒の 90％以上に拡大した。

すべての生徒が科学的思考により課題研究を実施できるよう，学校設定科目「Global Studies

Ⅰ」（高 1，1 単位）では，批判的思考力を育成し持続開発目標を教材に地球規模の諸問題につ

いて考察した。「Global StudiesⅡ」（高 2，1単位）では，山梨県みどり自然課の協力を得て，

現在山梨県が登録申請中の「甲武信水の森ユネスコエコパーク」の市町村に関する課題研究に

取り組んだ。

また，中学段階では「ジュニア SSH」として合教科型・体験型のカリキュラムを実施してい

る。中学 2 年生が各自テーマを選んで，一年かけて自由研究に取り組み，ポスター発表を行っ

た。中学 3 年生はスペシャルサタデーの授業内で環境の調べ学習を行い，ポスター発表を行っ

た。

昨年度末に行われた中間評価をふまえて，環境科学を明確に定義し直し，事業全体でつけ

たい力について検討するなど，改善を試みた。また事業評価については，長岡技術科学大学

の指導により，評価に関する校内学習会を開催し，教員の研修を実施した。授業力向上につ

いては「学習レリバンスを追求する授業」の研究を行い，すべての教科で研究授業を行った。

今後も学習指導要領の改訂にともなう「対話的で深い学び」への移行を目指して，SSH 事業に

よる研究開発を積極的に行う。

（2）教育関係の人事について

①中期シミュレーションを踏まえて，専任教員等の退職に伴う欠員補充・任用更新を行い，常

勤講師，期間採用教諭をもって充てた。

・数学科過年度退職教員の欠員補充：常勤講師 1名を採用

・数学科育児休業教員の代替：期間採用教諭 1 名を採用

・国語科過年度退職教員 2 名の欠員補充：常勤講師 1 名を採用，期間採用教諭 1名を任用更新

・理科過年度退職教員 2名の欠員補充：期間採用教諭 2名を任用更新

・社会科（過年度）退職教員 2 名の欠員補充：期間採用教諭 1 名を常勤講師に任用変更，期間

採用教諭 1名を採用

・保健体育科過年度退職教員の欠員補充：期間採用教諭 1 名を常勤講師に任用変更

・過年度退職養護教諭（期間採用）の欠員補充：期間採用教諭 1名を任用更新
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□ 生徒募集関係

2017 年度入試より，募集人員が中学入学生 70 人，高校入学生 140 人変更となり，それを確

保するため，昨年度までの入試行事，入試改革をベースに更に新規行事，入試改革に取り組ん

だ。

中学入試行事に関しては，6 年生を対象に入試説明会の 1 回目を 7 月に早め，新規行事スカ

ラシップ対策講座(2日間)を夏休みに行い優秀な児童の確保，受験勉強への動機付けを行った。

また，私立中学のメリット，山梨英和への理解を家族全体で深めていただけるよう祖父母･保護

者対象学校説明会を開催した。2017 年度入試は中学入学者 61 名，スカラシップ選考合格者 3

名となった。2018 年度入試に向けては，募集人員 70 名の入学者を目標に，入試行事の名称を

変更し，ひとつひとつの入試行事の内容の見直しを図る。また小学校はもちろん，塾やバレエ，

水泳，ピアノ教室等訪問し，山梨英和の教育改革の理解を深めていただけるようアピール，行

事案内の協力依頼する。

高校入試では，昨年までと同様，推薦入学での優秀な生徒確保めざし，学業特待生 4 名，文

化･スポーツ特待生 2 名計 6 名の特待生を含む，推薦入学者は 27 名となった。一般入試受験者

は 95名であった。公立中学校よりの高校入学者 42名。内部生 60名計 102 名となった。

中学校訪問の時期，回数を増やし，公立中学校の先生との信頼関係も築け，推薦入学者や単

願入学者の層も上がったと言える。ただ，少子化，英和中学生の生徒数の減少もあり，今後高

校募集にもさらに力を入れて行かなければならない。

入試改革については，2017 年度入試より，受験料の免除（英検準 2 級以上），同窓生(母，祖

母，姉妹)または姉妹が本校に在籍の入学者は入学金減免の優遇措置を設けた。受験料の免除に

ついては中学:2 名，高校:22 名であった。特に高校一般入試への対象者の出願が増加した。入

学金減免においては，中学入試:同窓生 11 名，姉妹 5 名，高校入試:同窓生 13 名，姉妹 5 名の

受験者を得られた。

（1）小学生・保護者対象のイベントを行った。

・英和デー

・中学オープンスクール・学校説明会

・公文生対象学校説明会

・英和体験プログラム（学園祭）

・個別入試相談会（のべ 19 日間）

・ナイト学校説明会

・入試説明会 3 回

・英語体験講座 4回

・理科実験講座 2回（主催:県生涯学習推進センター）

・ハンドベル講座 1回

《新プログラム》

・スカラシップ対策講座(2 日間)
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・iPad 体験講座 1 回（主催:県生涯学習推進センター）

・祖父母･保護者対象 学校説明会

（2）中学生・保護者対象のイベントを行った。

・学園祭一般公開

・オープンキャンパス

・個別入試相談会（のべ 19 日間）

・ナイト学校説明会 1回

・高校公開授業 2回

・学校説明会 2 回

・入試説明会 2 回

・ナイト入試説明会 1回

《新プログラム》

・祖父母･保護者対象 学校説明会

（3）その他，次のイベントを行った。

・塾教師対象入試説明会

・小学校教師対象入試説明会

・中学校教師対象入試説明会

・ホームカミング 20 年同窓会

（4）受験生・保護者を学園祭などの行事に招待するなど，本校教育に対する理解の場を設けた。

（5）全教員がそれぞれの担当する小学校・中学校への訪問を精力的に行い，受験指導に当たる先

生方への理解を求め，本校受験への協力を依頼した。

（6）教員がそれぞれの担当する塾等の訪問を行い，本校受験への協力を依頼した。併せて，受験

生の県内情勢の把握・分析に努めた。

（7）新聞広告を掲載し，本校教育に対する理解の場を設けた。

（8）授業公開，印刷物・IT・掲示等の活用による情報公開を推進し，本校へのより深い理解を得

るようにした。

・ホームページ：内容の更新

・スーパーサイエンスハイスクールの活動を周知するため「SSH 通信」を小学生・中学生に送

付，学校訪問で持参した。

（9）在校生保護者，同窓生，教会に PR活動を依頼した。

・小学生・中学生「紹介カード」による情報提供

・ポスター・チラシの掲示配布の協力

□ 施設，設備関係

老朽化した施設設備の点検・改修計画，大規模災害に備えての対策等を中心に安全対策を行

った。

（1）老朽化した施設・設備を維持するために点検を行い，必要な修理，備品の購入等を行った。



- 20 -

①中学

・2F 屋上，軒下防水・塗装工事

・玄関屋根，軒下防水・塗装工事

・管理系統エアコン修理

・冷温水発生機オーバーホール

②高校Ⅲ号館

・冷温水ポンプ修理

・3F天井補修

・屋上防水工事

③Ⅳ号館

・南側天井雨漏り補修

・屋上防水工事

④第 1体育館

・バトミントン基礎床取替

・バレーボール基礎床取替

・バスケットボールゴール取替

・ステージランプ取替

・天井補修

⑤プール棟

・プール室，多目的ホール，壁・天井等補修

・シャワー室センサー取替

・非常放送用スピーカー取替

⑥G チャペル

・壁，モール補修

⑦夢見山グラウンド

・浄化槽，給水ポンプ修理

⑧備品購入等

・高校印刷機

・高校紙おり機

・高校券売機

・高校保健室視力検査器

・除雪機

・消防設備更新

（2）中学生徒用女子トイレ（1～4F）を全面的にリニューアルし，便座を洋式に取り替えた。

（3）学校施設の非構造部材の耐震化ガイドブック（改訂版）【文部科学省 平成 27 年 3 月】，

関係法令を踏まえて，非構造部材の安全点検を実施し，必要な補修を行った。

①キャンパス外壁土留擁壁工事
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②グラウンド北側フェンス設置

（4）SSH 設備整備の一環として，顕微鏡乾燥保管庫，実験用冷倉庫を購入した。

認定こども園
□ はじめに

2015 年 4月から始まった子ども・子育て支援新制度により山梨英和学院には幼稚園型の認定

こども園の山梨英和カートメルこども園と山梨英和ダグラスこども園が，そして幼保連携型認

定こども園の山梨英和プレストンこども園が設置されている。新制度下での「認定こども園」

への移行は３園にとって大きなチャレンジであったが，建学の精神に基づいて，こども達の最

善の利益をはかり，子育てにいそしむ保護者の喜びと課題に参与し，地域社会の保育ニーズに

もこたえることを通して，山梨英和学院に託されているキリスト教教育(保育)の使命達成を果

たすことを願って移行を決断し，その内実を豊かにし前進するべく祈りをもって 2016 年度の諸

事業あたってきた。

□ 保育・教育関係

（１）重点事業

[当該年度の計画]

① 保育機能施設を併せ持つ幼稚園型認定こども園として，山梨英和カートメルこども園と山梨

英和ダグラスこども園は幼稚園教育要領，保育所保育指針を，幼保連携型認定こども園の山

梨英和プレストンこども園は幼保連携型認定こども園教育・保育要領を踏まえて，就学まで

の一貫した教育・保育を，キリスト教信仰に基づいて行うことを目指してきた。

② 山梨英和カートメルこども園と山梨英和ダグラスこども園は 2017 年 4月から幼保連携型認定

こども園に移行すべく施設整備と県への申請等を行った。（4 月より移行予定）

③ 山梨英和カートメルこども園の駐車場の拡張・整備を計画して実施した。

④ こどもたちの発達段階や「しょうがい」また家庭環境などをよく理解して，他の施設や事業

者，専門家との連携を密にとることで，こどもも保護者も安心して過ごせる場となるように

つとめた。

⑤ 各種教育・保育，子育てプログラムのより一層の充実を図り，こどもたちの様々な力をのば

し，また保護者のニーズにできる限り応えるよう工夫した。

⑥ 自然に親しむ機会を増やすなどこども達が種々の体験や学びを通して創造力や感受性，知的

好奇心などが豊かにされるようにつとめた。

⑦ 研修を充実させて保育教諭としての技能の向上をはかり，同僚性の一層の確保を実現して質

の高い教育を提供できるようにつとめた。特に「気になるこども」，「しょうがい」を持つこ

どもに関する対応ケアのスキルアップと保育の強化に重点を置いた。

⑧ 子育て中の保護者を対象とした事業を行うことで山梨英和学院の認定こども園が目指すもの

の浸透を図った。
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⑨ 保護者や職員が建学の精神であるキリスト教の信仰の基である聖書に親しみ学べる機会を設

けた。

⑩ 地域の子育て支援の拠点としての場を提供することで地域社会への奉仕を目指した。

⑪ 地域の高齢者，児童との交流を図った。

⑫ 新制度の実施主体である市町村との連携，協力体制の一層の確立につとめた。

⑬ 山梨英和学院の他の部門との連携，協力を一層密なものとして地域に貢献すること図った。

[今後の（中・長期的な）計画]

① 建学の精神を堅持しつつ，こども・子育てにかかわる行政の動きに的確に対応し，認定こど

も園としての一層の充実を施設，機能面でも図り，地域に貢献できるものとなることを目指

した。

② 笛吹市の子育て支援拠点事業を行っている山梨英和プレストンこども園の実践をふまえ，そ

こで得られるものを他の２園にも生かすことで認定こども園としての将来の事業構想構築を

図りたいと考えてきた。

③ 子どもとその家族を切れ目なく支援できる認定こども園としての内実を持てるようにつとめ

たいと願ってきた。

（２）保育・教育関係人事

認定こども園としての適切な職員の配置とさらなる充実をはかった。あわせてできる限り専

任職員化をはかってきた。

処遇改善の実施をおこなった。

カリキュラム・プログラムの精選，深化をめざした。

□ 園児募集関係

① こども園案内，ホームページなど様々な広報メディアを活用して園からの情報発信を行うこ

とにより園児募集活動につなげた。

② 山梨英和プレストンこども園は笛吹市の子育て支援拠点事業として，また他の２園は行政や

地域の子育て支援センター等のとのかかわりを緊密なものとして，それぞれの園が認定こど

も園としての存在と働きを広く知ってもらえるようにつとめた。

③ 子育てにかかわる人たちが集える場を積極的に設けたほか，様々な集会，活動等を行って山

梨英和学院の認定こども園の存在と働きを積極的に伝えるよう努めた。

④ 園児，卒園児，未就園児の保護者個人，また父母の会等を通じて，入園希望者の情報を積極

的に入手して，園児募集に生かすようつとめた。

□ 施設，設備関係

① 山梨英和カートメルこども園と山梨英和ダグラスこども園は幼保連携型認定こども園への移

行のための改築，改修工事を行った。

② 園児の安全確保のための施設，設備，遊具等の点検を行い，必要な個所の補修・改修，整備，

および危険個所・物品の撤去を行った。
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③ 園児の教育・保育環境の一層の整備・充実を図った。

④ 地震・災害対策及び防犯対策等について学び，定期的な訓練を行うなど必要な対策を講じて

きた。

⑤ 山梨英和カートメルこども園は安全確保の意味も含めて駐車場の拡張整備を行った。ダグラ

スこども園は臨時駐車場として県有地を一時借用した。

□ 全体

少子化が進むきびしい現実にある中，山梨英和学院の認定こども園３園は幸いにしてほぼ利

用定員を満たすことができた。これは建学の精神に基づく質の高い保育・教育を提供すべくこ

どもと保護者一人一人に丁寧に寄り添ってきた職員の尊い働きに負うところ大である。これに

より３園はそれぞれが保護者によって選ばれる園となることができて園児確保がはたされ，そ

の結果経営面での運営の安定を図ることができた。職員の労に報いるためにも今後よりよい施

設・環境・勤務体制等の整備，充実に努めることが課題である。

質の高い保育・教育を行うには職員の研鑽と相互の協力が欠かせない。そのために建学の精

神であるキリスト教の一番の基盤である聖書の学びはもとより，保育・教育のスキル向上のた

めの研修，職員間の円滑な意思疎通をはかるための工夫，子どもとその保護者が抱いている課

題の理解を深めての適切な対応が何よりも大切であると考えてつとめてきたが，保育現場の多

忙さ，職員の勤務体制の問題などがあり，必ずしも十分にその課題をはたせなかったきらいが

ある。また子ども・子育て支援新制度についての理解や認定こども園の理念等の十分な理解が

必ずしも現場の全職員のものとなっていないことも課題として残されている。今後は子育て，

保育，教育にかかわる諸課題にさらに適切にかかわれる技能の一層の向上獲得をめざし，あわ

せて職員間の同労者としての協力体制，一体感，チームとしてキリスト教保育・教育を展開し

ていきたい。

法人本部
□理事,監事及び評議員の就任

2015 年度末で任期満了に伴う理事，監事及び評議員を選出した。（任期 2016 年４月 1 日から

2020 年 3月 31 日まで）

□理事長の選任

2016 年 4 月 1 日（金）に開催した臨時理事会において，理事長を選任した。（任期 2016 年 4

月 1 日から 2020 年 3 月 31 日まで）

□院長の選任

2016 年 4 月 1 日（金）に開催した臨時理事会において，院長を選任した。（任期 2016 年 4 月
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1 日から 2020 年 3月 31 日まで）

□学長の選任

2016 年 6 月 17 日（金）に開催した臨時理事会において，学長を選任した。（任期 2016 年 6月

18 日から 2020 年 3月 31 日まで）

□学長の選任

2017 年 1 月 20 日（金）に開催した 1 月定期理事会において，学長を選任した。（任期 2017 年

4 月 1日から 2021 年 3月 31 日まで）

□中学・高校宗教主任の選任

2016 年 11 月 25 日（金）に開催した 11 月定期理事会において，次期中学・高校宗教主任を選

任した。（任期 2017 年 4月 1 日から 2021 年 3 月 31 日まで）

□大学宗教主任選任

2017 年 1 月 20 日（金）に開催した 1 月定期理事会において，次期大学宗教主任を選任した

（任期 2017 年 4月 1日から 2021 年 3月 31 日まで）

□監事の選任

2017 年 3 月 10 日（金）に開催した 3 月定期理事会において，監事 1 名の永眠に伴う次期監事

を選任した。（任期 2016 年 3月 10 日から 2020 年 3 月 31 日まで）

□評議員の選任

2017 年 3 月 10 日（金）に開催した 1 月定期理事会において，評議員の辞任に伴う次期評議員

を選任した。（任期 2017 年 3月 11 日から 2020 年 3月 31 日まで）

□理事・評議員の選任

2017 年 3 月 10 日（金）に開催した 1 月定期理事会において，理事・評議員の辞任に伴う次期

理事・評議員を選任した。（任期 2017 年 4月 1日から 2020 年 3月 31 日まで）

□理事会の開催

理事会を 12 回（４月臨時（２）・５月・臨時（２），６月臨時（２）・７月・９月・１１月・臨

時（２）１月・３月）開催した。

□評議員会の開催

評議員会を４回（５月・９月・１１月・３月）開催した。
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□常務理事会の開催

常務理事会を１１回（４月・５月・６月・７月・９月・１０月・１１月・１２月・１月・２月・

３月）開催した。

□２０１６年度山梨英和学院教職員修養会

５月２１日（土）に山梨英和大学グリンバンクホールにおいて，「キリスト教学校に求められて

いること」を主題にして，第１部 開会礼拝「キリスト者に任命された者として」の説教（こ

ども園園長 大木正人），第２部「山梨英和学院に勤めるということとは」と題した講演（キリ

スト教学校教育同盟事務局長 磯貝暁成）及び第３部新任教職員紹介を行った。

□２０１６年度山梨英和学院教職員クリスマス礼拝

１１月２６日（土）に中学校・高等学校グリンバンクチャペルにおいて，ギッシュ・ジョージ

理事長から「暗闇の中の光」と題したクリスマスメッセージを主にした学院教職員クリスマス

礼拝を挙行した。

□２０１６年度(第１４回)三英和懇談会

２０１６年 7 月９日(土)に静岡英和学院において，旧カナダ・メソジスト教会との関わりをも

って設立された東洋英和女学院・静岡英和学院との三英和懇談会を ３４名(東洋英和 13 人・静

岡英和 15人・山梨英和 6人)の出席者により，礼拝，分団協議等が行われた。

□『世界日本をつなぐ琵琶楽』～琵琶の響きとともに真田丸のころ～琵琶演奏会

９月２２日（土）に山梨英和大学グリンバンクホールにおいて，ギッシュ・ジョージ理事長・

学長（古典琵琶研究者）と友吉鶴心（薩摩琵琶奏者：ＮＨＫ大河ドラマ真田丸の芸能指導・考

証担当)による様々な琵琶の紹介，トーク，琵琶演奏を山梨英和短期大学・山梨英和大学同窓会

と本学院の主催で開催した。

□山梨英和創立１２６周年記念コンサートの実施

１０月２２日（土）に山梨英和中学校・高等学校グリンバンクチャペルにおいて，和波孝禧（ヴ

ァイオリン）と土屋寧子（ピアノ）による「ヴァイオリンとピアノコンサート」を開催した。

□２０１６年度キリスト教教育懇談会

１０月４日（火）に山梨英和大学グリンバンクホール（礼拝）及び大会議室を会場に日本基督

教団東海教区山梨分区会牧師と「山梨英和のキリスト教教育と教会」をテーマに開催した。

□山梨英和学院維持協力会

①維持協力会役員会を１２月１６日（金）に開催し，２０１７年度事業計画及び会計報告等に
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ついて審議決定した。

②7 月 1 日に「山梨英和学院維持協力会報第１１号」を発行し，会員に配布する等２０１５年

度の会員募集を行った結果，８０５万円収納した。

③教育研究充実のため，1,000 万円(大学 200 万円・中高 500 万円・こども園 300 万円)を配付

した。

□財務情報の公開

２０１５年度の「貸借対照表」，「資金収支計算書」，「事業活動収支計算書」「財産目録」，「監事

による監査報告書」及び「事業報告書」をホームページに公開した。

□教職員健康診断

５月１６日（月）に中高教職員及び５月２５日（水）に大学・こども園・法人本部教職員の健

康診断を実施した。

□ストレスチェック

労働安全衛生法の改正（２０１５年１２月）により義務化されたストレスチェックを，6 月に

学院教職員を対象に実施した。

□広報誌「メイプルニュ―ス」の発行

7 月 25 日「メイプルニュ―ス」第 57号を発行し，関係機関等に配布した。

□職員新年礼拝の挙行

２０１７年１月５日(木)に深津容伸大学主教主任から「祝福の基」を説教題に，職員新年礼拝

を守った。

□長野 彌(元理事長)記念奨学金の授与

２０１７年１月２３日（月）に山梨英和中学校・高等学校グリンバンクチャペルにおいて，勉

学の支援と有為な人材の育成を目的として長野彌記念奨学金の学業奨励奨学金２名（高校・大

学各 1名）の授与式を挙行した。

□２０１６年度永年勤続者表彰式挙行

２０１７年３月３１日(金)に多年にわたる勤続に対して表彰状を授与した。



３ 財務の概要

（１） 資金収支計算書

（単位：千円）

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

科 目 （H24） （H25） （H26） （H27） （H28）

学生生徒等納付金収入 1,391,279 1,352,489 1,254,336 1,243,048 1,170,502

手数料収入 20,279 17,874 16,431 16,447 13,058

寄付金収入 30,291 28,050 31,129 27,718 33,937

補助金収入 484,900 505,060 488,417 660,350 677,259

資産売却収入 815 905 994 86,385 13,061

付随事業・収益事業収入 38,944 31,530 32,387 24,521 24,362

受取利息・配当金収入 1,409 1,115 1,171 1,228 846

雑収入 101,584 114,627 97,341 101,689 91,419

借入金等収入 0 0 0 0 0

前受金収入 183,172 153,789 151,851 142,250 117,368

その他の収入 920,969 555,749 575,909 537,029 601,898

資金収入調整勘定 △261,745 △301,440 △230,461 △ 287,842 △ 221,751

前年度繰越支払資金 1,228,616 1,193,397 1,321,144 1,395,309 1,591,760

収入の部合計 4,140,513 3,653,145 3,740,649 3,948,132 4,113,720

人件費支出 1,159,555 1,179,013 1,143,390 1,190,693 1,196,059

教育研究経費支出 400,893 425,102 387,005 401,549 387,999

管理経費支出 113,333 99,163 104,098 97,393 91,213

借入金等利息支出 18,409 2,286 1,947 1,137 632

借入金等返済支出 695,880 34,074 34,074 34,074 34,074

施設関係支出 76,545 28,746 17,244 7,552 35,691

設備関係支出 19,074 39,210 22,116 40,773 27,443

資産運用支出 48,630 85,685 228,618 168,873 349,032

その他の支出 444,319 465,909 460,266 473,631 485,057

資金支出調整勘定 △29,522 △27,189 △53,418 △ 59,303 △ 69,637

次年度繰越支払資金 1,193,397 1,321,144 1,395,309 1,591,760 1,576,156

支出の部合計 4,140,513 3,653,145 3,740,649 3,948,132 4,113,720

（注1）上記の表の金額は千円未満を四捨五入しているため、合計など数値が計算上一致しない場合がある。

（注2）2015年度より新学校法人会計基準。（2014年度迄は新会計基準組替えて表示）

資金収支計算書（2012～2016年度）

年 度
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（２） 活動区分資金収支計算書
活動区分資金収支計算書（2016年度）

（単位：千円）
2016年度
（H28）

学生生徒等納付金収入 1,170,502
手数料収入 13,058
特別寄付金収入 16,687
一般寄付金収入 6,291
経常費等補助金収入 663,858
付随事業収入 24,362
雑収入 91,419
教育活動資金収入計 1,986,178
人件費支出 1,196,059
教育研究経費支出 387,999
管理経費支出 91,213
教育活動資金支出計 1,675,271

310,907
45,683

356,590

施設設備寄付金収入 10,959
施設設備補助金収入 13,401
校地校舎整備費引当特定資産取崩収入 77
施設整備等活動資金収入計 24,437
施設関係支出 35,691
設備関係支出 27,443
施設設備等引当特定資産繰入支出 85,973
施設整備等活動資金支出計 149,107

△ 124,670
300

△ 124,370

232,220
有価証券売却収入 13,061
第3号基本金引当特定資産取崩収入
退職給与引当特定資産取崩収入 3,000
その他の特定資産取崩収入 38,717
奨学貸付金回収収入 1,802
預り金受入収入 397,530
修学旅行費等預り金受入収入 22,346

988
1,042
979

小計 479,466
受取利息・配当金収入 846
その他の活動資金収入計 480,312
借入金等返済支出 34,074
その他の引当特定資産繰入支出 263,059
預り金支払支出 402,386
修学旅行費等預り金支払支出 24,658

970
978
979

長期前払金支出 11
小計 727,114

借入金等利息支出 632
その他の活動資金支出計 727,747

差 引 △ 247,435
調整勘定等 △ 390
その他の活動資金収支差額 △ 247,824

支払資金の増減額（小計+その他活動資金収支差額） △ 15,604

前年度繰越支払資金 1,591,760

翌年度繰越支払資金 1,576,156

（注）2015年度の新学校法人会計基準改正で資金収支計算書の付表として作成が義務づけられた。
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（３） 事業活動収支計算書
事業活動収支計算書（2012～2016年度）

（単位：千円）

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

（H24） （H25） （H26） （H27） （H28）

学生生徒等納付金 1,391,279 1,352,489 1,254,336 1,243,048 1,170,502

手数料 20,279 17,874 16,431 16,447 13,058

寄附金 33,260 32,869 34,281 28,138 24,046

経常費等補助金 482,569 493,799 485,714 646,601 663,858

付随事業収入 38,944 31,530 32,386 24,521 24,362

雑収入 101,597 114,871 99,951 101,689 95,071

教育活動収入計 2,067,928 2,043,432 1,923,099 2,060,444 1,990,898

人件費 1,157,415 1,157,258 1,140,131 1,197,385 1,180,832

教育研究経費支出計 548,105 582,724 546,521 566,590 542,064

管理経費支出計 127,444 117,057 122,304 111,408 106,036

徴収不能額等 4,077 836 797 296 250

教育活動支出計 1,837,041 1,857,875 1,809,753 1,875,679 1,829,182

教育活動収支差額 230,887 185,557 113,346 184,765 161,716

受取利息・配当金 1,409 1,115 1,171 1,228 846

その他の教育活動外収入 0 0 0 0 0

教育活動外収入計 1,409 1,115 1,171 1,228 846

借入金等利息 18,409 2,286 1,947 1,137 632

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

教育活動外支出計 18,409 2,286 1,947 1,137 632

教育活動外収支差額 △ 17,000 △ 1,171 △ 776 91 214

経常収支差額 213,887 184,386 112,570 184,856 161,930

資産売却差額 815 0 27 0 0

その他の特別収入 2,331 11,261 2,703 17,654 26,170

特別収入計 3,146 11,261 2,730 17,654 26,170

資産処分差額 16,632 13,949 4,520 10,048 7,759

その他の特別支出 0 0 0 31

特別支出計 16,632 13,949 4,520 10,048 7,790

特別収支差額 △ 13,486 △ 2,688 △ 1,790 7,606 18,380

200,401 181,698 110,780 192,462 180,310

△ 761,879 △ 59,798 △ 60,107 △ 11,161 △ 77,212

△ 561,478 121,900 50,673 181,301 103,097

△ 1,483,800 △ 2,028,473 △ 1,896,988 △ 1,842,166 △ 1,660,304

16,804 9,585 4,149 561 36,595

△ 2,028,473 △ 1,896,988 △ 1,842,166 △ 1,660,304 △ 1,520,612

（参考）

事業活動収入計 2,072,483 2,055,808 1,927,000 2,079,326 2,017,915

事業活動支出計 1,872,082 1,874,110 1,816,220 1,886,864 1,837,605

（注1）2015年度より新学校法人会計基準。（2014年度迄は新会計基準組替えて表示）
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（４） 貸借対照表

（単位：千円）

2012年度末 2013年度末 2014年度末 2015年度末 2016年度末

（H24） （H25） （H26） （H27） （H28）

固定資産 10,628,803 10,545,935 10,594,790 10,507,884 10,701,893

有形固定資産 8,896,637 8,782,991 8,647,250 8,515,412 8,408,794

特定資産 1,598,196 1,633,635 1,825,769 1,858,044 2,167,595

その他の固定資産 133,970 129,309 121,771 134,428 125,505

流動資産 1,360,205 1,530,447 1,562,928 1,814,504 1,723,013

資産の部合計 11,989,008 12,076,382 12,157,718 12,322,388 12,424,906

固定負債 524,445 468,615 428,745 401,363 348,917

流動負債 283,794 245,301 255,726 255,316 229,971

負債の部合計 808,239 713,916 684,471 656679 578,888

基本金 13,209,242 13,259,454 13,315,413 13,326,013 13,366,631

第１号基本金 13,043,242 13,093,454 13,149,413 13,160,013 13,233,631

第４号基本金 166,000 166,000 166,000 166,000 133,000

繰越収支差額 △2,028,473 △1,896,988 △1,842,166 △1,660,304 △1,520,612

純資産の部合計 11,180,769 11,362,466 11,473,247 11,665,709 11,846,018

負債及び純資産の部合計 11,989,008 12,076,382 12,157,718 12,322,388 12,424,906

（注）上記の表の金額は千円未満を四捨五入しているため、合計など数値が計算上一致しない場合がある。
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４ その他

用語解説

□ 計算書について

「資金収支計算書」

資金収支計算書は、当該年度に行った諸活動に対応するすべての資金の収入・支出の内容

と支払資金の収入・支出のてん末を明らかにしたものです。これにより学校法人のキャッシュフ

ローの状況を把握することができます。

「活動区分資金収支計算書」

活動区分資金収支計算書は、資金収支計算書の付表として、資金の動きを教育・施設整備

等・その他の3つの活動に分類し、活動区分ごとの資金の流れを明確に把握できることができ

ます。

「事業活動収支計算書」

事業活動収支計算書は、当該年度の収益・費用の内容及び均衡の状態を明らかにしたもの

です。基本金の組入を除けば、企業会計の損益計算書と変わりがないものです。これにより学

校法人の財務の状況を把握することができます。

「貸借対照表」

貸借対照表は、決算時（年度末）における資産、負債、純資産を対照表示するもので、学校

法人の財政状態を明らかにするものです。

□ 計算書の項目について

・資金収支及び事業活動収支計算書に共通して表れる主な科目

「学生生徒納付金」

授業料、入学金など学生生徒等が納入したもの。収入のうち大きな割合を占める。

「補助金」

国や地方公共団体からの助成金。

「手数料」

入学検定料や証明書発行手数料など。

「補助金」

国や地方公共団体からの助成金。

「付随事業・収益事業」

課外講座の開講に伴う受講料収入や外部機関からの依頼に基づく受託研究収入など。

・資金収支計算書のみに表れる主な科目

「資金調整勘定」

資金収支計算において当該年度の支払資金の動きを明らかにするため設けられた資金の

調整勘定。収入の部「資金収入調整勘定」においては期末未収入金（翌年度以降に入金

さ れる収入）や前期末前受金（前年度の入学金や授業料など前年度までにすでに受入れ

ている収入）があります。また、支出の部「資金支出調整勘定」では、期末未払金（翌年度

以降に支払う支出）や前期末前払金（前年度までに支払った支出）があります。

「施設関係支出」

土地、建物、構築物などの取得費用です。

「設備関係支出」

教育研究用機器備品支出、管理用機器備品支出などがあります。

・事業活動収支計算書のみに表れる主な科目

「基本金組入額」

学校法人が諸活動を行っていくために必要な資産を継続的に維持するための金額であり、

事業活動収入から組入れられる。学校法人会計基準では以下の４つの基本金が定められ

ている。
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第１号基本金：設立や規模拡大のために取得した固定資産の価額

第２号基本金：将来取得する固定資産の取得に充てる金銭その他の資産の額

第３合金本金：基金として継続的に保持し、運用する金銭その他の資産の額

第４号基本金：恒常的に保持すべき資金として別に文部科学大臣が定める額

□ 学校法人会計の特徴と企業会計との比較

企業の代表的組織形態である株式会社は、株主の会社への出資によりされています。この

出資は、会社の細分化された持分を表すことになります。これに対して学校法人には出資とい

う概念はありません。設立は寄付によって行われ、学校法人に対する持分が外部に生じること

はありません。これは、教育の独立性を担保とするものであり、所有者の意向を受けて、教育が

偏ることを防止していると言えます。このような違いから、企業における根本原則は定款と呼ば

れていますが、学校法人では寄付行為と呼ばれています。

学校法人は、4 つの原則（真実性の原則・正規の簿記の原則・明瞭性の原則・継続性の原

則）により会計処理を行い、計算書類を作成しなければならないとされていますが、企業会計

の原則にも同様の一般原則があり、基本的にはおなじです。

ただし、私立学校法に定められた収益事業を行う学校法人においては、それに係る会計処

理および計算書類の作成は、一般的に公正妥当と認められる企業会計の原則に従って行わ

れなければならないとされています。


